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農経論叢第51集， 1995， Mar. 

北海道における農協生産部会の組織と機能

一野菜の生産部会を中心に一

板橋 衛

The Organizations and Functions of the Farming Group belong-
ing to Agricultural Cooperatives in Hokkaido 

Mamoru ITABASHI 

Summary 

The p町poseof白ispaper is to創1alyzethe organizations and fimctions of fanning groups belonging to 

agnc叫turalcooperatives in Hokkaido using surveys. The data indicates fanning groups are fonned in 

almost all agricultural cooperatives. However， the fimction of fanning groups on vegetables are insu血-

cient (pぽticularlymarketing). Also， fanning organizations ∞vering larger areas are not insu血cient.
Therefore， task of fanning groups is strengthen marketing fimctions and establish organizations covering 

larger areas. 

1 .課題と方法

農協の営農指導事業は，農家に対する生産技術

指導・農家経営指導を行うことであるが，その指

導方法には個別農家の巡回庭先指導と集落や各種

生産者組織を対象とした集団指導がある。近年の

技術指導は集団指導が主流であるといわれている

が，その受け皿となる集団は，各農家の作付が多

品目になっている今日では，作目別の生産者組織

である(註 1)。また技術指導にとどまらず，農

協はこの作目別生産者組織を農協の生産部会(註

2 )として位置づけ，生産面のみならず流通面に

いたる機能を充実させることで，農協そのものの

市場対応や地域農業再編の基礎固めをしていると

いう側面もある。そのため，生産部会の組織確立

と機能充実が農協による産地形成にとって重要と

なっているのである。しかし，生産部会の組織と

機能の現状を客観的に把握する資料はきわめて乏

しいため(註3)，その組織状況と具体的機能の

実態についてはケーススタディーによる分析にと

どまっている(註4)。

また北海道においては，その作付の多くを占め
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る政府管掌作自が価格据置ないしは低下という厳

しい状況におかれているため，農家は所得確保の

ために野菜を導入する傾向にある。野菜作におい

ては従来の政府管掌作目とは異なり，市場対応の

ための生産者組織を必要とするが，大部分の農協

はこれまで水稲・畑作・酪農・畜産を事業の中心

としており，野菜産地形成に取り組む生産部会体

制を十分整えてはいない。その急速な整備は今後

の北海道農業の再編の一つの鍵をなすと考えられ

るが，今日の到達点すら把握されていないのが現

状である。

そこで本稿では，主に農協による野菜産地形成

の視点から，北海道の農協を対象としたアンケー

卜調査結果を素材として，北海道における農協生

産部会の組織と機能の実態を明らかにし，その不

十分な点を指摘した上で，生産部会の課題を明確

にすることを目的とする。

アンケー卜調査は， 1994年5月に，ホクレン・

北海道地域農業研究所の協力を得て実施したもの

であり，全道250農協(註 5)のうち210農協より

回答を得た。そのうち農協生産部会を有していな

いと回答した10農協と，生産部会の組織・機能状
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況が未記入の10農協，合わせて20農協を除いた

190農協について分析を行った。アンケート調査

は全作自の生産部会を対象としているので，必要

のかぎりで野菜以外の生産部会にも言及する。

2.農協生産部会の組織

1 )農協生産部会の組織状況

アンケー卜結果による生産部会の累計数は

1，921であり 1農協平均ではおよそ10組織にの

ぼる。表1に示したように，連合会の支所管内別

では水団地帯・畑作地帯の農協において組織数が

多いが，これは従来の水稲作や畑作に野菜が導入

されて多品目化が進行したためである。特に野菜

は作目ごとに組織されているため，その組織数が

多くなっている o 全道の生産部会の43.4%が野菜

の部会であり，その数は 1農協平均で4.4組織と

なっており，特に果菜類と葉茎菜類の部会が多い

(表2)。

次に，北海道内の農業地帯構成にほぼ対応する，

連合会の支所管内別の生産部会の組織状況をみて

いく。

道南は水稲や畑作を基盤として多様な作目構成

がみられる地帯である。まず函館支所管内では野

菜の生産部会が69組織，41.6%と最も多く，水稲・

畑作物・酪農・畜産の生産部会も 1農協1-2組

織存在する。倶知安支所管内では野菜の生産部会

が67組織， 52.8%と最多であり，特に果菜類と果

実的野菜の部会が多く，従来の水稲と畑作物に加

えて野菜などの集約作物が導入されていることを

示している。また果樹の生産部会も14組織，11.0%

あり，果樹地帯を含むことを反映している。苫小

牧支所管内では，胆振東部の酪農地帯と日高地区

の軽種馬生産地帯を含むことから，酪農・畜産の

生産部会が多く形成されており，それぞれ総数の

12.4%・19.9%を占めている。

次に，道央の水団地帯についてみてみる。札幌

支所管内は野菜の生産部会が73組織， 47.4%であ

り，札幌近郊の野菜産地としての性格を反映した

白菜・キャベツなどの薬物類や玉葱の部会が多い。

また花井の生産部会も15組織， 9.7%存在している。

岩見沢支所管内では，水稲の生産部会が各農協に

必ず組織されている。野菜の生産部会も複数存在

し，その総数は181組織 1農協平均で6.5組織に

も達している。野菜の分類別では果菜類・葉茎菜

類が多く，さらにメロンの作付が多いことから果

実的野菜の部会も多くみられる。また，花芥・果

樹の生産部会もそれぞれ20組織・ 12組織存在して

いる。これは水稲単作地帯にも集約作物が広範に

表1 支所別・作目別の農協生産部会組織数

支所名 函館倶知安苫小牧札幌岩見沢旭川留萌帯広北見稚内釧路中標津 合計

集計農協数 17 15 15 15 28 26 8 19 27 3 10 7 190 

集計生産部会数 166 127 186 154 292 337 61 202 299 10 64 23 1，921 

(水稲) 15 6 14 10 26 33 7 2 7 。。 。 120 
(畑作物) 27 18 21 22 21 44 8 63 85 2 5 2 318 

(野菜類) 69 67 53 73 181 186 25 63 108 1 6 I 833 

(花井類) 2 11 15 20 14 2 3 6 。2 。 82 
(果樹類) 14 3 3 12 3 。 。。 。 39 
(酪農) 16 4 23 10 8 16 7 30 35 5 17 11 182 

(畜産類) 21 8 37 11 15 19 10 28 37 2 16 5 209 

(飼料・牧草) 。 。 。 。。。 。。。 。 2 

(その他) 8 23 10 9 22 12 20 。18 4 136 

集計 1農協平均部会数 9.8 8.5 12.4 10.3 10.4 13.0 7.6 10.6 11.1 3.3 6.4 3.3 10.1 

(資料)アンケート調査結果より作成。

註1)ここでいう支所は，北海道の農協連合会の支所であり，支庁との対応は下記のようになっている。

[支所名1'"<支庁名)で示す。

I函館1'"<渡島・檎山)， (倶知安1'"<後志)，【苫小牧1'" <胆振・日高)， (札幌1'"<石狩)， (岩見沢1=<空知)， 
[旭Jlll=<上JII)，(留萌1=<留萌)， (帯広1= <十勝)， (北見1=(網走)， (稚内1'"(宗谷)， (事11路1=(釧路)，
[中標津1'"(根室〉。

2) ( )内は，集計生産部会のうち，当該作目の生産部会を意味する。
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表2 作目別の農協生産部会数と 1農協当たり参加農家数
(単位:組織数， %，戸)

作目別 生産部会数 構成比 1農協当たり参加農家数

水稲 120 6.2 110 

畑作物 318 16.6 

(麦類) 65 3.4 140 

(豆類) 2吉 1.5 100 

(馬鈴薯) 133 6.9 89 

(甜菜) 60 3.1 103 

(畑作全般) 31 1.6 85 

野菜類 833 43.4 

(果菜類) 183 9.5 44 

(葉茎菜類) 199 10.4 39 

(根菜類) 97 5.0 46 

(果実的野菜) 105 5.5 33 

(洋菜類) 102 5.3 37 

(その他野菜) 26 1.4 23 

(野菜全般) 121 6.3 91 

花芥類 82 4.3 25 

果樹類 39 2.0 44 

酪農 182 9.5 55 

畜産類 209 10.9 

(肉牛) 94 4.9 26 

(豚) 37 1.9 11 

(馬) 47 2.4 43 

(畜産全般) 31 1.6 18 

飼料・牧草 2 0.1 40 

その他 136 7.1 119 

合計 1.921 100.0 (平均62)

(資料)表1と同様である。

註1)( )内は当該作目の，小分類である。

2 )構成比は合計1.921部会に対する割合である。
3 )野菜類の小分類は下記のように分類した。

I果菜類1
トマト，きゃうり，なす，南瓜，いんげん，えんとう，枝豆など。

I葉茎菜類]
玉葱，ねぎ，白菜，キャベツ，ホウレンソウ，百合根，にんにし

みつぱ，ニラなど。

【根菜類l
大根，人参，かぶ，長いも，ゴボウなど。

I果実的野菜1
スイカ，メロン，イチゴなど。

(i羊菜類1
ピーマン， レタス，セルリー，カリフラワー，プロッコリー，

アスパラガスなど。

[その他野菜l
菌茸類，山菜類など。

4 )畑作全般，野菜全般，畜産全般とは，当該作物全般の生産部会と，

当該作目内で小分類不可能の部会(疏莱第 l組合など)を含む。

導入されていることの反映である。岩見沢支所管

内と並ぶ水稲地帯で、ある旭川支所管内では野菜の

生産部会が186組織 1農協平均7.2組織と道内で

最も多くの野菜の部会が形成されており，分類で
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は葉茎菜類が多い。旭川支所管内では，旭川市近

郊や富良野地方，名寄地方などが古くからの野菜

産地であり，そのことが反映された結果である。

また，水稲の生産部会数が農協数を上回っている
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ことも特徴であり 1農協に複数の水稲の部会が

形成されていることを示している o これは管内で

行われているモチ米や有機米生産の部門に関して，

従来の水稲関係の生産部会とは別個に部会が形成

されているためである。留萌支所管内は多様な作

目構成であるが，組織数では野菜が多い。

道東の畑作地帯は，帯広・北見支所管内に対応

する。帯広支所管内は，畑作物と野菜の生産部会

がともに63組織， 31. 2%である。また，酪農・畜

産の生産部会もそれぞれ1農協1-2組織の割合

で形成されている。北見支所管内は，帯広と同様

に，畑作物の生産部会が85組織， 28.4%と主流で

あるが，野菜の生産部会が108組織， 36.1%と組

織数においては畑作物を上回って形成されている。

帯広・北見支所管内では，野菜類の中でも根菜類

の生産部会が多いことが特徴であるが，これは大

根・長いも・ゴボウの生産拡大を反映している。

さらに，道北・道東の酪農地帯である稚内・銀n
路・中標津支所については，表1から明らかなよ

うに，酪農と畜産を中心に組織形成が行われてい

ることがわかる。

このように，北海道の生産部会は支所管内の農

業の構成に対応した内容をもっており，作目別に

生産部会が形成されているといえるo しかし，表

2に見られるように，作目別では「その他」に分

類される生産部会も多い。これは，回答農協が「地

域営農集団」ゃ「農協青年部・婦人部」も生産部

会の一種と見なして回答しているためである。ま

た野菜に関しては，総花的な生産部会も多数みら

れるが，これは野菜の部会が作目別に分化してい

ないか，その連合組織がカウントされているため

である。

2)農協生産部会への参加農家数

次に生産部会の参加農家数を先に示した表2か

らみてみる。

水稲と畑作物は 1品目につき各農協1生産部

会が主であるため 1組織当たりの参加農家数は

100戸を超える作目が多い。馬鈴薯に関しては，

生食用は野菜的性格を有するため，水団地帯でも

小規模な単位で、生産部会が組織されており，畑作

地帯においても澱源用・種子用・加工用・生食用

など用途別に生産部会が細かく組織されており，
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他の畑作物より参加農家数は少ない。

野菜類の生産部会は，未分化あるいは連合会的

なものは平均農家数が91戸と比較的多数であるが，

個分化された部会は1組織50戸以下の小規模なも

のがほとんどである。このことは，野菜1品目毎

の生産規模が小さいことを示している。北海道に

おいては，野菜の産地形成の一つの目安とされる

1品目 1億円未満の産地が大部分であるといわれ

るが，生産部会の参加農家数からもそのことが裏

付けられる結果となっている。花井類や果樹類に

関しでも野菜と同様の傾向をもっている。

酪農に関しては農協内に「酪農振興会J. 
「酪農へルパー組合J. r乳牛検定組合」など多
種の生産部会が形成されている。その組織の性格

によっては，全農家を対象とする部会から一部の

みを対象とする部会など多様である(註 6)。そ

のため，組織の規模が小さくなっていると考えら

れる。畜産に関しでも 1組織の参加農家数は一般

的に少ない。

3)農協生産部会における事務局体制

生産部会は多数の農家を組織化しているのであ

るから，その事務局体制が組織活動上きわめて重

要である。その状況をみると，事務局の運営は「生

産者と農協の協議」が37.6%，r農協主体Jが53.5%，
併せて91.1%であり，この 2つが中心である。一

方「生産者主体」は6.9%にすぎない。また， r市
町村Jは酪農・畜産の一部の生産部会にみられる

程度であり，全体の1.1%である。「普及所jも全

体の0.3%とごくわずかである。「農協生産部会」

であるから農協に事務局をおき，農協の下部組織

として機能していることはある意味では当然であ

るが， r生産者と農協の協議」によって運営され
ているものが一定数存在することは，生産者のイ

ニシアティプの反映として注目することができるo

事務局体制の相違を作目別にみると，すべての

作目で「農協主体」が「生産者と農協の協議」を

上回っており， r生産者と農協の協議」が最も高
い割合を示したのは花井類の45.1%である。また，

畑作物や果樹類で「生産者と農協の協議」が若干

高い割合を示しているが，作目別にみる大きな相

違は現れていない。

次に，野菜の生産部会における事務局体制の相
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違を図 Iより地帯別にみてみる。水団地帯と畑作

地帯では， r農協主体Jの事務局運営が主流であ
るが， r野菜化進行地帯Jでは， r水稲中心地帯」・
「中小規模畑作地帯」・「大規模畑作地帯Jより
も， r生産者と農協の協議」の割合が若干ではあ
るが相対的に高い割合を示している。このことか

ら，野菜化進行地帯においては生産者のイニシア

ティブが強いのではないかと考えられる。これら

野菜化進行地帯は野菜作付面積が多く，また野菜
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図 1 野菜の農協生産部会の事務局運営(地帯別)

(資料)表 lと同様である。
註)地管区分は下記のようにした。
①[水田中心地帯]
農協連合会地帯区分「水回」のうち分類②以外。
②[野菜化進行水田地帯I
農協連合会地帯区分「水田」のうち野菜作付面積200
ha 以上のもの。
③[中小規模畑作地帯]
農協連合会地帯区分「畑作」のうち分類④・⑤以外。
④[野菜化進行畑作地帯]
農協連合会地帯区分「畑作」のうち、畑作面積1，000
ha以上・野菜作付面積600ha以上。
⑤[大規模畑作地帯]
農協連合会地帯区分「畑作」のうち、畑作面積6，000
ha以上・野菜作付面積600ha未満。
⑥[酪農専業地待]
農協連合会地帯区分「酪農」のうち分類⑦以外。
⑦[混合酪農地帯]
農協連合会地帯区分「酪農」のうち、畑作物作付面
積が総耕地面積の10%以上。
⑧[小規模混合地帯]
農協連合会地帯区分 rj昆合」のうち分類⑨以外。
⑨[大規模混合地帯]
農協連合会地帯区分「混合」のうち、 1992年度販売
金額30億円以上。
⑬[都市化地帯]
農協連合会地帯区分「都市的」。ただし、砂川市・滝
川市・深川市・留萌市・東旭川・旭正・永山・旭川
市神居の各農協は分類①に区分。東神楽農協は分類
②に区分。帯広市・北見市・網走市の各農協は分類
③に区分、帯広川西農協は分類⑤に区分。登7llJ市・
稚内・i}IJ路市の各農協は分類⑥に区分した。

の導入が早い地帯である。野菜導入時は，農協よ

りもむしろ生産者や業者主導による「出荷組合」

的な野菜作の導入が支配的であり，後に農協が関

与するケースが多いため，今日においても事務局

運営は生産者と協議で行っていることを示してい

る。一方の水稲作や畑作中心の地帯で、も野菜の導

入が近年見られるが，そこでは農協の主導性が強

くあらわれており，事務局運営も農協が主体と

なっているのではないかと考えられる。また， r小
規模混合地帯Jにおいて「生産者と農協の協議J
の割合が70.5%と最も高いが，ここではむしろ農

協の営農・販売事業についての主導性の弱さを反

映したものと考えられる。

以上のように，野菜作にみる事務局体制の相違

は作目導入時のイニシアティプの相違，今日にお

ける農協の地域農業全般にわたる主導的役割の差

異によるものと考えられる。

3.農協生産部会の機能

1 )作目別にみた農協生産部会の機能

生産部会が有する諸機能に関しては， 22の機能

に分類して回答を求めた。結果は作自の特性によ

り相違が大きくみられるため，本項ではまず作目

別に現状を分析する(図 2)。

水稲で‘は， r作付面積の制限Jと「作付面積の
調整Jを行っている割合がそれぞれ22.1%・
34.7%と比較的高い。これは水稲の生産調整に事

実上農協が関与していることや，良食味米地帯の

農協で行われている品種構成の調整のためと考え

られる。また， r講習会の開催J• r先進地視察」・
「試験闘の設置」など，技術習得に関わる機能も，

多くの生産部会で、行われている。特に「試験圃の

設置Jは61.1%と高い割合であり，関連して行っ
た現地調査の結果を踏まえると，土壌診断や農

薬・肥料の試験を行っている生産部会が多いので

はないかと考えられる。

畑作物も，生産調整下にあり， r作付面積の制
限J. r作付面積の取り纏めJ. r作付面積の調
整」を行っている割合が高く，特に甜菜は加工資

本との契約が強いため，それぞれ22.0%・

82.0%・52.0%と高い割合を示している。「生産

資材購入の取り纏め」は甜菜の生産部会では

38.0%と相対的に高い割合であるが，他の畑作物
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農協生産部会が担っている機能

(資料)表 1と同様である。

註 1)作目区分は表2と同様である。

2 )機能の数字は下記の通りである。

作付面積制限 作付面積取り纏め 3 作付面積調整 4 生産資材購入取り纏め 5 使用生産

資材の限定 講習会の開催 7・先進地の視察 8 :共同作業 9・雇用労働の斡旋 10 :試験園設置

11:品質・規格の基準決定 12 :共同選果 13 :共同検査 14・出荷先の決定 15 :共同計算 16 :出荷調
整 17 :収量笑励会 18・コスト共励会 19 :会員拡大 20 :親睦 21 :振興計画の策定・要請 22 :農協

事業計画の決定 23 :その他

図2

共励会jに関して甜菜の生産部会が42.0%と高い

割合を示していることが注目される。

花井類に関しては. 1作付面積の制限」はほと

んど行われていないが.1作付面積の取り纏め」

は76.0%と高い割合で行われている。生産面では，

種子類の種苗業者からの共同購入，出荷用段ボー

ルの統ーなどのために「生産資材購入取り纏めj

が46.0%と高い割合で行われていることが特徴で

ある。また，流通面では他作目より相対的に担っ

ている機能が多いとはいえ.1共同選果Jが38.0%.
「共同検査」が36.0%であり，決して高い割合で

はなく. 1共同計算jも42.0%であり，共選共計

体制が整っている生産部会は半数以下という結果

である。また.1出荷先決定」に関わる割合が44.0%
と高く，出荷への生産者の関わりの強さがみられ

る。花井類に関しては，生産部会の事務局運営に
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の部会ではあまり行われていない。「講習会の開

催」と「先進地視察」は行われている割合は高い

が，畑作物以外の生産部会の作目と比べて相対的

に低い。「共同作業jは，小麦の生産部会で42.6%

と高い割合で行われているが，このことは，収穫

作業に関与している農協が多いことの反映である。

「品質・規格基準の決定J. r共同選果J. r共
同検査」 ・「出荷先決定J. 1共同計算J. 1出
荷調整」という出荷段階の機能は，馬鈴薯の生産

部会において比較的高い割合を示している。これ

は，厳しい取り決めを持つ種子用馬鈴薯，野菜的

性格を有する生食用馬鈴薯，加工業者と様々な取

り決めを持つ加工用馬鈴薯の生産部会機能を反映

していることによる。しかし，他の畑作物の生産

部会では一般的に割合が低く，全般に流通段階へ

の関与は少ない。その他の機能としては.1収量
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おいて「生産者と農協の協議Jが最も高かった作
目であり，近年の導入作目ではあるが，生産者の

主体性が強く，農協が主体性を発揮する段階には

至っていないのではないかと考えられる。また，

新規作目としての性格が強く，加入農家数も少な

いため「会員拡大」にも力を入れているようであ

る。果樹類に関しでもほぼ同様の傾向であるが，

花井類に比較して全体的に生産部会の主体性にか

ける傾向がある。

酪農の生産部会においても，生産面では「講習

会の開催Jと「先進地視察」を行っている。近年，
酪農に関しては乳質向上が課題となっており，乳

質改善を目的として形成されている生産部会もみ

られる。また事実上，生産調整を農協が担ってお

り，その実施を生産者団体に強制している関係か

ら「出荷調整jを行っている生産部会が38.1%と

比較的高い割合を示した。畜産の生産部会も生産

面では「講習会の開催Jと「先進地視察」を大部
分の部会で千子っている。流通面では肉牛の生産部

会が「出荷先の決定jに23.5%が関与している他

は，特に機能を担っていないようであり， r親睦J
という面が強いようである。

以上，生産部会の機能を全体的にみるならば，

すべての作目で「講習会の開催」と「先進地視察J
が高い割合で行われている。このことは，生産部

会が，農協や普及所などが営農技術指導を行う際

の受け皿となっていることを意味している。特に，

政府管掌作目に限っていえば，生産部会が流通面

で担う機能はほとんどなく，技術習得・交流が中

心となっているのである。また，馬鈴薯・花井類・

果樹類の生産部会を中心として流通面の機能も

行っているが， r共同計算」は最も高い割合であ
る馬鈴薯でも43.3%であり，半数以上の部会が共

同計算体制となっていない。つまり農協による販

売とはいえ，初歩的な販売段階の生産部会も多い

のである。この点については次項にみる野菜作に

関しても同様のことがいえる。

2)野菜作にみる農協生産部会機能と発展段階

野菜類の生産部会は生産から出荷に至るまで多

様な機能を有しており，農協はそうした組織を基

礎として，産地体制を確立することができるので

ある。そこで以下では生産面と流通面に分けて分

13う

析する。

まず生産面は，表3に見られるように「作付面

積の制限」はほとんど実施されていないが， rf乍
付面積の取り纏め」は野菜類平均で83.6%と高い

割合で行われている。しかし， r作付面積の調整」
は根菜類の生産部会の32.4%を例外として，ほと

んどの野菜の部会で割合が低く，作付面積の把握

はするが，それを誘導するまで、の機能は担ってい

ない。「生産資材購入の取り纏めJは，品種統一
を目的とした Fl種子などの共同購入や出荷用段

ボールの統ーなどのために，他作目の生産部会と

比較して相対的に高い40%前後の割合を示してい

る。「使用資材の限定Jも同様に他作目の生産部
会に比べて相対的には高いが，その割合は10%台

であり，その規制はあまり強くはない。「講習会

の開催」と「先進地視察」は大部分の生産部会で

行われており， r試験圃の設置」も相対的に高い
割合であり，技術習得に関わる生産面の活動は活

発に見られる。これら技術習得の高い割合は，野

菜がまだ新規作目としての性格が強いこと，市場

ニーズの多様な変化が栽培技術にも敏感に反映さ

れることが要因と考えられる。しかし，野菜の生

産面における，今日的な重要課題の 1つである「雇

用労働力の斡旋Jは，他作目の生産部会と同様に
ほとんど行われていない。

流通商では， r品質・規格基準の決定Jは70%
前後の生産部会で行われており，相対的に高い割

合である。「共同選果jも相対的に高い割合であり，

選果場が整備されつつある大根・長いも・人参な

どの根菜類の生産部会，共選が主流になっている

洋菜類の部会は，それぞれ64.7%・58.5%と高い

割合を示している。しかし，茎菜類の生産部会は

33.8%，果実的野菜の部会は38.4%と低い割合で

あり，個選が主流であることを示している。「共

同検査」は30%前後の割合であり，あまり高い割

合を示しているとはいえないが， r共同検査」が
主流であるメロン類を含む果実的野菜の生産部会

は46.6%と比較的高い水準である。「出荷先の決

定」は他作目の生産部会より高いが，果実的野菜

の部会が47.9%である他は40%以下であり，出荷

先の決定のイニシアティブは生産部会よりも農協

にあることが推測される。「共同計算」も他作自

の生産部会より相対的に高く，果菜類の部会が
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表3 野菜の農協生産部会が担っている機能 (単位:組織数， %) 

果菜類 業茎菜類 根菜類 果実的野菜 洋菜類 野菜合計

集計生産部会数 183 199 97 105 102 833 

機能に関する回答生産部会数 127 133 68 73 65 572 

機能内容

作付面積制限 3.9 13.5 1l.8 2.7 3.1 8.4 

作付面積取り纏め 89.0 85.0 89.7 87.7 84.6 83.6 

作付面積調整 20.5 24.1 32.4 19.2 12.3 24.3 

生産資材購入取り纏め 44.9 33.8 44.1 46.6 33.8 40.9 

使用生産資材の限定 15.0 11.3 14.7 16.4 10.8 13.6 

講習会の開催 9l.3 9l.0 94.1 95.9 84.6 92.3 

先進地の視察 65.4 82.0 86.8 79.5 8l.5 79.2 

共同作業 13.4 17.3 22.1 15.1 15.4 16.3 

雇用労働の斡旋 l.6 0.8 l.5 4.1 3.1 2.4 

試験園設置 36.2 36.1 5l.5 3l.5 23.1 36.7 

品質・規格の基準決定 73.2 74.4 72.1 80.8 66.2 71.2 

共同選果 41.7 33.8 64.7 38.4 58.5 43.4 

共同検査 3l.5 34.6 29.4 46.6 24.6 32.5 

出荷先の決定 35.4 26.3 23.5 47.9 29.2 31.6 

共同計算 63.8 61.7 58.8 60.3 56.9 57.2 

出荷調整 24.4 38.3 39.7 28.8 12.3 29.9 

収量共励会 20.5 29.3 22.1 24.7 13.8 22.4 

コスト共励会 0.0 0.0 。。 0.0 0.0 0.5 

会員拡大 30.7 38.3 19.1 34.2 36.9 33.6 

親睦 44.1 55.6 48.5 50.7 46.2 51.0 

振興計画の策定・要請 27.6 29.3 22.1 28.8 29.2 29.2 

農協事業計画の決定 9.4 14.3 10.3 16.4 10.8 13.1 

その他 0.8 1.5 0.0 2.7 1.5 l.6 

(資料)表 1と同様である。

註1)作目区分は表2と同様であり，野菜合計には，rその他の野菜」と「野菜全般Jを含んでいる。
2 )機能に関する回答生産部会とは，アンケートにおいて， r各農協の生産部会の中で生産高が
多い10組織程度選んで，その部会が行っている該当機能を選ぶこと」という開き方をして回

答を得た生産部会数である。回答がない生産部会は，機能がないという意味ではない。

3 )機能内容における数字は，機能回答生産部会数に対する機能を有する生産部会の割合である。

63.8%であるのを最高に， 50%以上の部会で実施

されている。しかし，逆に見ると半数近くの生産

部会は共計を行っていないことを意味しており，

完全な共販体制を確立していない部会も比較的多

いことを示している。「出荷調整」は，ある程度

の貯蔵が可能な玉葱を含む葉茎菜類の生産部会で

38.3%，貯蔵による通年出荷を行っている長いも

を含む恨菜類の部会では39.7%と比較的高いが，

他の野菜では技術的な困難さも加わり， 20%水準

である。その他の機能としては，野菜導入が初期

段階であることを反映して， I会員拡大」に取り

組んでいる生産部会が多くみられる。

このように，野菜類の生産部会は全般的に他作

目の部会よりも多面的な機能を有しており，逆に
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いえば生産部会を基礎にした農協による産地形成

にはそれだけの機能が必要とされることを示して

いる。しかし，共選を行っている生産部会は，根

菜類の部会の64.7%を最高にして平均43.4%，共

同検査は果実的野菜の部会の46.6%を最高に平均

32.5%であり，その結果として，共計に関しでも

50-60%水準にとどまっている。つまり，完全な

共選共販体制を確立しているとはいい難い状況で

ある。また，生産面では，作付面積の把握は行っ

ているがその調整機能はなく，使用資材も農家の

判断に任せている生産部会がほとんどである。こ

のことは，農協が生産部会を基礎として産地をコ

ントロールする段階にまで‘は至っていないことを

示唆している。
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-水稲・畑作中心地帯

図3 野菜の農協生産部会が担っている機能の
地帯別比較

(資料)表 lと同様である。
註 1) r野菜化進行地帯」とは、図 Iに区分した池帯
分類のうち、②と③であり、その平均である。
「水稲・畑作中心地帯」とは、同区分の①・③
・⑤であり、その平均である。

2 )機能の番号は図 2と同様で。ある。

以上の分析は，北海道内全体を対象としたもの

であるが，先ほどの生産部会事務局体制の分析と

同様に地帯別にみたものが図 3である。この図か

らは，野菜化進行地帯，すなわち野菜産地として

の生産ボリュームを有している地帯においては，

特に流通面を中心に生産部会機能が相対的に充実

していることを示している。逆に新興産地におい

ては，生産部会は設立されているが，機能の面で

は不十分な点が多く，発展段階としては初歩的で

ある。

4.農協生産部会の課題

以上，北海道の農協を対象としたアンケー卜調

査結果に基づいて，農協生産部会の組織と機能の

実態を明らかにした。

北海道の生産部会は，一部には作目別に組織さ

れていないケースもあるが，大部分の農協におい

は作目別部会が基本である。 1生産部会への参加

農家数をみると野菜類・花井類・果樹類・畜産類

などの市場対応を必要とする品目に関しては少数

となっている。このことは，これら作自の産地規

模の零細性を示している。また，生産部会の事務

局体制については，地帯により生産者のイニシア

ティプの強さに相違があるが，当然とはいえ農協

の関与がー般的である。生産部会の機能は，それ

が技術指導の受け皿として形成されたこともあり，
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技術習得に関わる機能をほとんどの生産部会が有

していた。特に政府管掌作目については，その作

目特性から生産部会機能は生産面に限定されざる

を得ないが，政府や系統農協の実質的な代行機能

を含めて比較的よく行われている。流通面の機能

は，市場対応を必要とする作目である馬鈴薯・野

菜類・花升類・果樹類の生産部会では，比較的多

くの機能を有していた。しかし，共選・共計機能

が不備な生産部会が半数程度であるなど，生産部

会の機能を基礎とした共選共販の産地体制を完全

に整えている段階には至っていないと考えられる。

これら作目においては，この機能確立が緊急の課

題である。こうした中で最もその機能範囲も大き

く，今後の農協販売事業拡大において注目される

野菜類の生産部会についてやや詳しくその課題を

整理してみよう。

今日の野菜の生産部会は再編の段階にある。そ

の背景としては次の 3点が考えられる。 1つには，

高齢化の進展により生産が減退している中で，産

地としてその生産量・出荷量を維持していくため

に，集荷範囲の拡大，あわせて集荷場・選果場な

どの施設整備が行われていることである。 2つに

は，小売段階における量販屈の仕入れ方法の変化

に対応した青果物市場・流通構造の変化がある。

そのため，卸売市場においては産地との取引方法

が予約型取引(註 7)にシフトしつつあり，産地

に対してはこれまで以上にロットを確保したうえ

での定時・定量・定質の出荷体制が要請されてい

るのである。また産地の側からしても，その体制

整備が市場対応上必要となっている o 3つには，

広域農協合併の進展により，農協の事業単位がこ

れまでより大規模となるが，それに対応した農協

の営農指導体制・販売体制の整備が必要となって

いることである。これらの動向を背景に，産地に

おいては生産部会の機能充実とあわせて，産地規

模拡大への対応が重要な課題となっており，生産

部会の再編・統ーが必要とされている。

実際，北海道でも野菜に関して，広域連や単品

目販売の農協間事業提携による産地規模拡大の取

り組みが広範に行われており(註8)，広域農協

合併も進展しつつある。広域連においては，広域

的な単位の生産部会や各農協の生産部会の連合会

的機能を有する協議会形式の生産部会が形成され
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ている。しかし，広域連の設立，農協聞の販売事

業提携，広域農協合併がともにいまだ初期段階に

あることを考慮しでも，広域的な単位による生産

部会が実質的に機能しておらず，またその必要性

の認識度が低いと考えられる(註9)。

今後は北海道においても，労働力不足により単

協単位の産地規模拡大には限界があることが考え

られ，選果や貯蔵の施設投資においては広域的対

応が必要となる可能性が大きい(註10)。しかも

野菜の生産部会は参加農家数が少数であり，現状

の産地規模は小さい。そのため生産部会機能の中

では， r会員拡大」を行っている生産部会が比較
的多くみられた。しかし，単協単位で限界がある

場合や，早急に産地規模を拡大する場合には，広

域連や単品目販売の農協間事業提携による産地規

模拡大の取り組みが必要となる。その際には，生

産部会の再編・統ーが課題となるが，農協により

事務局体制や生産部会機能には相違がみられた

(註ll)。このような生産部会を基礎とした産地

形成に対する取り組みの相違が農協間にあること

は，生産部会再編・統一の障害となる。そのため，

その相違を高位平準化してから産地規模拡大に取

り組むことが望まれるが，現実には農協聞に相違

があるまま産地規模拡大が行われており，広域的

単位の生産部会が実質的に機能していない例もみ

られる。

とはいえ，広域的な単位による生産部会が実質

的に機能することが産地規模拡大には必要なこと

であり，先にみた生産・流通・農協組織の変化に

対応するために，産地側は産地規模拡大を早急に

実現しなければならないのである。そのため，広

域的な単位の生産部会の組織化と機能充実が，こ

れからの北海道の農協生産部会の重要な課題であ

ると考えられる。

(註)

(註1) 1985年10月に全国農業協同組合連合会が観測農

協450組合を対象に行った営農指導に関する実態調査

によると，農家への対応方法は，集団指導主体61.4%. 

個別指導主体38.6%である。また，農家への巡回方法

は，専業農家主体40.7%.作目別部会等の要請に基づ

いた巡回35.5%.全農家への計画的巡回23.8%である。

詳しくは引用文献 [8]参照。
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(註2)作目別生産者組織，農協生産部会の使い分けに

関しては板橋[2 ]を参照されたい。なお本稿では，

実施したアンケート調査結果によると，農協の関与が

唆昧な生産者組織や，作目別の組織ではない「青年

部」 ・「婦人部」 ・「地域営農集団Jなども記入され
ており，必ずしも作目別の生産者組織でなく，また農

協の下部組織として機能していない生産者組織も含ま

れていると考えられるが，ここでは農協生産部会とい

う言葉に代表させる。以下略して「生産部会Jまたは
「部会Jと記す場合もある。
(註3)農協生産部会の統計資料としては，農林水産省

農業協同組合課編『総合農協統計表1.または全国農

業協同組合中央会による『農協活動に関する全国一斉

調査jがある。『総合農協統計表jでは「業種別生産

者組織」として報告されており，農協の下部組織とし

て，農協が指導援助を実施しているかどうかが組織の

要件となっている。この統計では作物別の組織数と組

織を有する農協数が把握できる。『農協活動に関する

全国一斉調査jでは，部会組織を有する農協数と「加

入資格の限定Jと「全利用の誓約」を行っている部会
組織数が示されている。ここでは，生産部会が農協の

下部組織としての位置づけを有しているかどうかが調

査目的の中心で、ある。つまり，両者の統計資料からは，

実際に農協の営農指導や販売事業との関連で生産部会

が有している機能についてのデータは得られない。

(註4)例えば，引用文献 [6]， [7]など。

(註5)総合農協以外の農協も対象としたため.250農

協となった。

(註6)酪農の生産者組織が多種多様に形成されている

点に関しては，志賀[5 ]を参照されたい。また，同

書においては，酪農の生産者組織の性格についても論

じられており，酪農の生産者組織の中には農協の関与

がほとんどみられない組織が，多種形成されているこ

とが指摘されている。あわせて参照されたい。

(註 7)r予約型取ヲIJという呼称に関しては，細川允
史[1 }を参照。

(註8)坂本洋一氏も [3]において同様の指摘をして

おり，坂本 [4}においては，単協内の野菜産地形成

体制の不備な点を早急に打開するために広域産地形成

を積極的に展望している。

(註9)アンケー卜調査結果においては，広域単位の生

産部会を記入した農協は 1例にすぎなかった。このこ

とからも，広域単位の生産部会が機能していないこと，

または認識されていないことが考えられる。

(註10)坂本 [3] ・ [4 ]参照。

(註11)野菜に関して，広域連形式や事業提携により統

一プランドで販売している品目について，関係する各

農協の生産部会の事務局体制や機能が，生産部会開で

完全に一致しなかった。これは，アンケート記入者の

認識の違い，農協問でのリーダーとフォロアーの相違，
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広域単位の取り決めが重視されていないことなどが考

えられる(坂本[4]参照)。
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